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Ⅰ はじめに 

 

本市では平成２７年度まで「総務省方式改訂モデル」に基づき、財務諸表を作成していま

したが、平成２８年度以降は総務省が示した「統一的な基準による公会計マニュアル」に基

づき、統一的な基準による財務諸表を作成、公表しています。平成２９年度の統一的な基準

による財務諸表（一般会計等、全体会計、連結会計）を作成しましたので、以下のとおり公

表します。 

 

  ○一般会計等財務諸表 

市の一般会計に相当する範囲において作成したもの。 

 

  ○全体会計財務諸表 

    市の一般会計、特別会計及び公営企業会計までを含めた範囲において作成したもの。

各会計間での動き（例えば一般会計から特別会計への繰出し等）は相殺し、あたかも

一つの団体であるように作成しています。（相対取引で金額が決定されたものを除く取

引等については、相殺消去の対象外としています） 

 

 ○連結会計財務諸表 

全体会計に加えて、一部事務組合、第三セクターまで含めた範囲において作成した 

もの。各会計間での動きについては、全体会計同様に相殺し、あたかも一つの団体で 

あるように作成しています。 

 

１．財務諸表の構成 

  

・貸借対照表 

資産の内訳や、資産がどのような負担で構成されているかを示したもの。 

  

・行政コスト計算書 

人件費や物件費といった経常的な行政運営費に必要な費用と、使用料や手数料とい 

った収入を示したもの。 

  

・純資産変動計算書 

貸借対照表上の純資産がどのような要因で変動したかを示したもの。 

 

・資金収支計算書 

現金の実際の出入りを示したもの。 
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２．基本的事項 

 ・平成３０年３月３１日を作成基準日とし、基準日時点で発生している債務や債権を含

めて整理しています。 

・出納整理期間における出納については、基準日までに終了したものとして処理します。 

・連結財務諸表に含まれる会計・団体は下記のとおりです（名称は平成２９年度末時点）。 

・財務書類の作成では、下松市が出資・出損等をしているもしくは、組合構成市町とな

っている団体等を財務書類の対象範囲としています。 

  

下松市土地開発公社 山口県後期高齢者医療広域連合

（一財）下松市施設管理公社 周南地区衛生施設組合

（一財）下松市笠戸島開発センター 周南東部環境施設組合

（公財）下松市水産振興基金協会 周南地区福祉施設組合

（公財）下松市文化振興財団

山口県市町総合事務組合

国民健康保険特別会計 介護保険特別会計保険事業勘定

介護保険特別会計サービス事業勘定 後期高齢者医療特別会計

国民宿舎特別会計 上水道事業

工業用水道事業 簡易水道事業

公共下水道事業

一般会計

連結会計

全体会計

一般会計等
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Ⅱ 一般会計等財務諸表 

 １．財務諸表４表 

（単位：百万円）
資産の部 本年度 負債の部 本年度
　１.固定資産 67,001 　１.固定負債 21,106
　　（1）有形固定資産 ※ 62,459 　　（1）地方債 18,647
　　　　（ⅰ）事業用資産 ※ 36,863 　　　　　　　（翌々年度以降償還予定の地方債残高）
　　　　　　　（庁舎、学校、公民館等） 　　（2）退職手当引当金 2,459
　　　　（ⅱ）インフラ資産 24,975
　　　　　　　（道路橋りょう等） 　　（3）その他
　　　　（ⅲ）物品 621
　　　　　　　（100万円以上の備品等）
　　（2）無形固定資産 66 　２.流動負債 ※ 2,077
　　　　　　　（ソフトウェア、その他の無形固定資産） 　　（1）1年内償還予定地方債 1,632
　　（3）投資その他の資産 4,477 　　（2）未払金
　　　　（ⅰ）投資及び出資金 1,757 　　（3）前受金
　　　　（ⅱ）投資損失引当金 △ 63 　　（4）賞与等引当金 214
　　　　（ⅲ）長期延滞債権 296 　　（5）預り金 232
　　　　（ⅳ）長期貸付金 421
　　　　（ⅴ）基金 2,088
　　　　（ⅵ）徴収不能引当金 △ 22 負債合計 23 ,183

　２.流動資産 4,097
　　（1）現金預金 1,403 純資産の部 本年度
　　（2）未収金 66 固定資産等形成分 69,719
　　（3）基金 2,636 余剰分（不足分） △ 21,804
　　　　　　　（財政調整基金等目的を定めない基金）
　　（4）棚卸資産
　　（5）その他 純資産合計 47 ,915
　　（6）徴収不能引当金 △ 8
資産合計 71 ,098 負債・純資産合計 71 ,098

（単位：百万円） （単位：百万円）
前年度末資金残高 868 前年度末純資産残高 ※ 48 ,584
業務活動収支 ※ 940 純経常行政コスト △ 17 ,590
　（業務活動にかかる現金収支）
投資活動収支 △ 758
　（建設事業や基金等にかかる現金収支）
財務活動収支 121 財源 16,891
　（地方債等にかかる現金収支） 　（1）税収等 12,527
本年度資金収支額 ※ 304 　（2）国県等補助金 4,364
本年度末資金残高 ※ 1 ,171
前年度末歳計外現金残高 233
本年度歳計外現金増減額 △ 1
本年度末歳計外現金残高 232 資産評価差額
本年度末現金預金残高 1 ,403

（単位：百万円） 無償所管換等 30
経常費用（Ａ） ※ 18,291
　１.業務費用 ※ 10,613
　２.移転費用 7,678
経常収益（Ｂ） ※ 751 その他
　１.使用料・手数料 180
　２.分担金・負担金・寄附金 571
純経常行政コスト（Ｃ）＝（Ｂ）-（Ａ） △ 17 ,540
臨時損失（ａ） 51 本年度純資産変動額 △ 669
臨時利益（ｂ） 1 　（純資産の前年度からの増減額）
純行政コスト（Ｃ）＋（ｂ）－（ａ） △ 17 ,590 本年度末純資産残高 47 ,915
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表（バランスシート）

資金収支計算書

行政コスト計算書

純資産変動計算書
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Ⅲ 全体会計財務諸表 

 １．財務諸表４表 

（単位：百万円）
資産の部 本年度 負債の部 本年度
　１.固定資産 100,808 　１.固定負債 44,710
　　（1）有形固定資産 96,249 　　（1）地方債等 29,495
　　　　（ⅰ）事業用資産 39,149 　　　　　　　（翌々年度以降償還予定の地方債等残高）
　　　　　　　（庁舎、学校、公民館等） 　　（2）退職手当引当金 2,704
　　　　（ⅱ）インフラ資産 53,546
　　　　　　　（道路橋りょう等） 　　（3）その他 12,511
　　　　（ⅲ）物品 3,554
　　　　　　　（100万円以上の備品等）
　　（2）無形固定資産 273 　２.流動負債 3,199
　　　　　　　（ソフトウェア、その他の無形固定資産） 　　（1）1年内償還予定地方債等 2,318
　　（3）投資その他の資産 4,286 　　（2）未払金 354
　　　　（ⅰ）投資及び出資金 637 　　（3）前受金
　　　　（ⅱ）投資損失引当金 △ 63 　　（4）賞与等引当金 249
　　　　（ⅲ）長期延滞債権 594 　　（5）預り金 278
　　　　（ⅳ）長期貸付金 91
　　　　（ⅴ）基金 3,093
　　　　（ⅵ）徴収不能引当金 △ 66 負債合計 ※ 47 ,908

　２.流動資産 ※ 7,497
　　（1）現金預金 4,256 純資産の部 本年度
　　（2）未収金 489 固定資産等形成分 105,047
　　（3）基金 2,636 余剰分（不足分） △ 44,650
　　　　　　　（財政調整基金等目的を定めない基金）
　　（4）棚卸資産 16
　　（5）その他 127 純資産合計 ※ 60 ,396
　　（6）徴収不能引当金 △ 28
資産合計 108 ,305 負債・純資産合計 ※ 108 ,305

（単位：百万円） （単位：百万円）
前年度末資金残高 4 ,024 前年度末純資産残高 ※ 60 ,489
業務活動収支 ※ 2,333 純経常行政コスト △ 28 ,572
　（業務活動にかかる現金収支）
投資活動収支 △ 1,921
　（建設事業や基金等にかかる現金収支）
財務活動収支 △ 260 財源 28,362
　（地方債等にかかる現金収支） 　（1）税収等 20,438
本年度資金収支額 152 　（2）国県等補助金 7,924
本年度末資金残高 ※ 4 ,024
前年度末歳計外現金残高 233
本年度歳計外現金増減額 △ 1
本年度末歳計外現金残高 232 資産評価差額
本年度末現金預金残高 4 ,256

（単位：百万円） 無償所管換等 117
経常費用（Ａ） ※ 31,326
　１.業務費用 ※ 13,686
　２.移転費用 17,640
経常収益（Ｂ） ※ 2,824 その他
　１.使用料・手数料 1,934
　２.分担金・負担金・寄附金 890
純経常行政コスト（Ｃ）＝（Ｂ）-（Ａ） △ 28 ,502
臨時損失（ａ） 72 本年度純資産変動額 △ 93
臨時利益（ｂ） 2 　（純資産の前年度からの増減額）
純行政コスト（Ｃ）＋（ｂ）－（ａ） △ 28 ,572 本年度末純資産残高 ※ 60 ,396
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表（バランスシート）

資金収支計算書 純資産変動計算書

行政コスト計算書
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Ⅳ 連結会計財務諸表 

 １．財務諸表４表 

（単位：百万円）
資産の部 本年度 負債の部 本年度
　１.固定資産 104,385 　１.固定負債 ※ 46,138
　　（1）有形固定資産 99,077 　　（1）地方債等 30,692
　　　　（ⅰ）事業用資産 ※ 41,942 　　　　　　　（翌々年度以降償還予定の地方債等残高）
　　　　　　　（庁舎、学校、公民館等） 　　（2）退職手当引当金 2,936
　　　　（ⅱ）インフラ資産 53,546
　　　　　　　（道路橋りょう等） 　　（3）その他 12,511
　　　　（ⅲ）物品 3,590
　　　　　　　（100万円以上の備品等）
　　（2）無形固定資産 ※ 273 　２.流動負債 ※ 3,416
　　　　　　　（ソフトウェア、その他の無形固定資産） 　　（1）1年内償還予定地方債等 2,415
　　（3）投資その他の資産 5,034 　　（2）未払金 446
　　　　（ⅰ）投資及び出資金 402 　　（3）前受金 7
　　　　（ⅱ）投資損失引当金 　　（4）賞与等引当金 262
　　　　（ⅲ）長期延滞債権 594 　　（5）預り金 288
　　　　（ⅳ）長期貸付金 27
　　　　（ⅴ）基金 4,077
　　　　（ⅵ）徴収不能引当金 △ 66 負債合計 49 ,554

　２.流動資産 ※ 8,478
　　（1）現金預金 5,189 純資産の部 本年度
　　（2）未収金 507 固定資産等形成分 108,859
　　（3）短期貸付金 8 余剰分（不足分） △ 45,550
　　（4）基金 2,639
　　　　　　　（財政調整基金等目的を定めない基金）
　　（4）棚卸資産 34 純資産合計 63 ,309
　　（5）その他 128
　　（6）徴収不能引当金 △ 28
資産合計 112 ,863 負債・純資産合計 112 ,863

（単位：百万円） （単位：百万円）
前年度末資金残高 4 ,934 前年度末純資産残高 ※ 63 ,452
業務活動収支 2,431 純経常行政コスト △ 34 ,894
　（業務活動にかかる現金収支）
投資活動収支 △ 2,054
　（建設事業や基金等にかかる現金収支）
財務活動収支 △ 360 財源 ※ 34,573
　（地方債等にかかる現金収支） 　（1）税収等 23,461
本年度資金収支額 17 　（2）国県等補助金 11,111
比例連結割合変更に伴う差額 4
本年度末資金残高 ※ 4 ,955
前年度末歳計外現金残高 235
本年度歳計外現金増減額 △ 1
本年度末歳計外現金残高 234 資産評価差額
本年度末現金預金残高 5 ,189

（単位：百万円） 無償所管換等 152
経常費用（Ａ） 38,840
　１.業務費用 ※ 15,821
　２.移転費用 ※ 23,019
経常収益（Ｂ） 4,034 その他 ※ 27
　１.使用料・手数料 2,033
　２.分担金・負担金・寄附金 2,001
純経常行政コスト（Ｃ）＝（Ｂ）-（Ａ） △ 34 ,806
臨時損失（ａ） 89 本年度純資産変動額 △ 143
臨時利益（ｂ） 2 　（純資産の前年度からの増減額）
純行政コスト（Ｃ）＋（ｂ）－（ａ） ※ △ 34 ,894 本年度末純資産残高 ※ 63 ,309
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表（バランスシート）

資金収支計算書 純資産変動計算書

行政コスト計算書
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Ⅴ 総括 

 

貸借対照表からは、一般会計等については、資産合計が 71,098百万円となり、当市一般会

計予算の約 3.2年分に相当する資産があることが分かりました。その資産形成に 23,183百万

円の負債が充てられており、これは将来世代の負担となります。一方、純資産 47,915百万円

はこれまでの世代の負担によって積み上げられてきた資産です。 

同様に、全体会計については資産合計が 108,305百万円、負債が 47,908百万円、純資産が

60,396 百万円、連結会計については、資産合計が 112,863 百万円、負債が 49,554 百万円、

純資産が 63,309百万円となりました。 

 一般会計等、全体会計、連結会計ともに純資産の額が負債を上回っていることや、流動資

産が流動負債を上回っていることから、良好な財務状況にあると言えます。今後も、現有す

る資産の有効活用を図りながら、資産、負債のバランスを保った財政運営を心がけていく必

要があります。 


